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広
大
な
国
土
を
有
す
る
ア
メ
リ
カ
で
は
、

ハ
リ
ケ
ー
ン
、
ト
ル
ネ
ー
ド
（
竜
巻
）、
洪
水
、

森
林
火
災
、
土
砂
崩
れ
な
ど
様
々
な
自
然
災

害
が
各
地
で
頻
発
し
て
い
る
。
そ
の
多
さ
か

ら
、
自
然
災
害
の
対
応
に
は
比
較
的
慣
れ
た

国
で
あ
る
と
言
え
る
が
、
二
〇
〇
五
年
に
連

続
し
て
南
東
部
や
メ
キ
シ
コ
湾
岸
を
襲
っ
た

超
大
型
ハ
リ
ケ
ー
ン
「
カ
ト
リ
ー
ナ
」、「
リ

タ
」、「
ウ
ィ
ル
マ
」
は
、
特
に
各
地
に
甚
大

な
被
害
を
も
た
ら
し
、
死
者
・
行
方
不
明
者

合
わ
せ
て
約
八
〇
〇
〇
人
の
ほ
か
、
自
宅
を

失
っ
て
移
転
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
被
災
者
が

大
量
に
発
生
し
、
被
害
総
額
は
約
一
一
一
〇

億
ド
ル
に
上
っ
た
と
さ
れ
る
。
本
稿
で
は
、

ハ
リ
ケ
ー
ン
被
災
者
に
対
し
て
、
連
邦
労
働

省
が
ど
の
よ
う
な
支
援
策
を
実
施
し
、
そ
の

一
年
後
に
就
労
状
況
が
ど
の
よ
う
に
変
化
し

た
か
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

超
大
型
ハ
リ
ケ
ー
ン
が
連
続
発
生

　

二
〇
〇
五
年
は
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
ハ
リ

ケ
ー
ン
の
当
た
り
年
だ
っ
た
。
特
に
八
月
に

発
生
し
た
ハ
リ
ケ
ー
ン
「
カ
ト
リ
ー
ナ
」
は
、

ル
イ
ジ
ア
ナ
州
、
ア
ラ
バ
マ
州
、
ミ
シ
シ
ッ

ピ
州
、
テ
キ
サ
ス
州
（
一
部
）
の
四
州
に
ま

た
が
る
広
範
な
被
害
を
も
た
ら
し
、
ル
イ
ジ

ア
ナ
州
の
港
湾
都
市
で
あ
る
ニ
ュ
ー
オ
ー
リ

ン
ズ
市
で
は
堤
防
の
決
壊
に
よ
り
約
八
割
が

水
没
す
る
と
い
う
深
刻
な
被
害
が
発
生
し
た
。

そ
の
後
九
月
に
発
生
し
た
「
リ
タ
」
は
主
に

テ
キ
サ
ス
州
で
被
害
を
拡
大
さ
せ
、
一
〇
月

に
発
生
し
た
「
ウ
ィ
ル
マ
」
は
フ
ロ
リ
ダ
州

に
被
害
を
も
た
ら
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
連
続
し
て
発
生
し
た
超
大
型

ハ
リ
ケ
ー
ン
の
災
害
復
興
支
援
は
、
連
邦
緊

急
事
態
管
理
庁
（
Ｆ
Ｅ
Ｍ
Ａ
）
が
中
心
と
な

っ
て
実
施
し
た
が
、
連
邦
労
働
省
で
も
Ｆ
Ｅ

Ｍ
Ａ
と
連
携
し
な
が
ら
、
以
下
の
よ
う
な
支

援
策
を
実
施
し
た
。

連
邦
労
働
省
の
災
害
復
興
支
援
策

　

連
邦
労
働
省
が
実
施
し
た
主
な
支
援
策
に

は
、
被
災
者
の
就
労
支
援
を
行
う
「
雇
用
へ

の
道
プ
ロ
グ
ラ
ム
」、
被
災
し
た
障
が
い
者

や
若
年
者
に
対
す
る
特
別
支
援
施
策
、
災
害

失
業
給
付
、
国
家
緊
急
基
金
の
「
災
害
支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
」、
お
よ
び
雇
用
関
連
の
優
遇

税
制
施
策
な
ど
が
あ
る
。

（
１
）
雇
用
へ
の
道
プ
ロ
グ
ラ
ム

　

雇
用
へ
の
道
プ
ロ
グ
ラ
ム
（P

athw
ays 

to E
m

ploym
ent

）
は
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
被
災

者
に
対
す
る
生
活
再
建
も
含
め
た
カ
ウ
ン
セ

リ
ン
グ
を
通
じ
て
、
就
労
支
援
や
職
業
訓
練

等
を
提
供
す
る
施
策
で
あ
る
。
全
米
に
既
存

す
る
三
五
〇
〇
カ
所
の
「
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
キ

ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
」
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
拡

大
活
用
し
、
被
災
者
各
人
の
要
請
に
応
じ
た

就
労
支
援
を
実
施
。
被
災
地
の
避
難
所
に
は
、

経
験
豊
か
な
キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
が
被

災
直
後
か
ら
六
カ
月
を
目
途
に
増
員
派
遣
さ

れ
、
被
災
者
に
対
し
て
社
会
復
帰
に
向
け
た

地
元
の
教
育
訓
練
機
会
や
就
労
機
会
の
情
報

提
供
を
行
っ
た
（
図
表
１
）。

　

連
邦
労
働
省
で
は
二
〇
〇
五
年
一
一
月
か

ら
ル
イ
ジ
ア
ナ
州
と
ミ
シ
シ
ッ
ピ
州
に
お
い

て
、
復
興
段
階
で
労
働
需
要
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
建
設
業
に
焦
点
を
当
て
た
雇
用
の
道

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
始
。
各
州
に
五
〇
〇
万
ド

ル
ず
つ
の
補
助
金
を
提
供
し
、
州
労
働
局
と

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
が
連
携
し
な
が
ら

新
た
に
建
設
関
連
の
職
業
訓
練
コ
ー
ス
を
設

け
て
、
被
災
者
の
職
業
訓
練
と
就
労
支
援
を

行
っ
た
（
図
表
２
）。

　
「
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
」は
、

一
九
九
八
年
に
制
定
さ
れ
た
労
働
力
投
資
法

に
基
づ
い
て
設
置
さ
れ
た
セ
ン
タ
ー
で
、
求

職
者
は「
職
業
紹
介
」、「
失
業
保
険
」、「
教
育
・

職
業
訓
練
情
報
」
な
ど
複
数
の
サ
ー
ビ
ス
を

一
カ
所
で
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
連
邦
政

府
の
指
導
の
も
と
、
各
州
が
整
備
を
進
め
、

現
在
約
三
五
〇
〇
カ
所
で
運
営
し
て
い
る
。

こ
の
各
州
で
収
集
さ
れ
た
職
業
紹
介
情
報
は
、

連
邦
労
働
省
や
各
州
が
運
営
す
る
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
サ
イ
ト「
ア
メ
リ
カ
ジ
ョ
ブ
バ
ン
ク
」

に
登
録
さ
れ
て
、
州
外
の
求
職
者
が
閲
覧
す

る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

　
（
２
）
障
が
い
者
ナ
ビ
ゲ
ー
タ
ー
プ
ロ
グ

ラ
ム

　

障
が
い
者
ナ
ビ
ゲ
ー
タ
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、

特
に
公
的
支
援
を
必
要
と
す
る
被
災
障
が
い

　　米国の災害復興

2005年ハリケーン災害の雇用支援と
被災者の就労状況追跡調査

図表１　カウンセラーによる総合的な被災者支援
目　的 ・個別カウンセリングによって、被災者の就労復帰を促し、雇用機会

と経済安定性を高める。

内　容 ・ワンストップキャリアセンターの機能を拡大し、被災者が集中する
避難所等で、生活と雇用に関するカウンセリングを実施。
・雇用、訓練、教育、福祉のあらゆるサービスを同時に利用できるよ
うにワンストップ機能を強化し、個別カウンセリングのほか、「ハリケ
ーン復興コーチ」という、オンラインの相談窓口も別途設置。

対象州 ・被災地およびその周辺の計 12 州（アラバマ、アーカンソー、フロ
リダ、ジョージア、ケンタッキー、ルイジアナ、ミシシッピ、ミズーリ、
オクラホマ、テネシー、テキサス、ヴァージニア）
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者
に
対
し
て
専
門
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
や
就
労

支
援
を
行
う
施
策
で
あ
る
。
連
邦
労
働
省
と

社
会
保
障
局
が
連
携
し
て
実
施
し
、
連
邦
労

働
省
は
専
門
家
で
あ
る
「
障
が
い
者
ナ
ビ
ゲ

ー
タ
ー
（
Ｄ
Ｐ
Ｎ
）」
の
増
員
資
金
を
提
供

し
た
。
Ｄ
Ｐ
Ｎ
は
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
キ
ャ
リ

ア
セ
ン
タ
ー
を
通
じ
て
障
が
い
者
向
け
の
就

労
支
援
を
中
心
に
、
リ
ハ
ビ
リ
、
給
付
、
職

業
訓
練
、
そ
の
他
利
用
可
能
な
関
連
サ
ー
ビ

ス
支
援
を
専
門
に
行
う
。
ハ
リ
ケ
ー
ン
災
害

後
は
、
全
米
一
七
州
か
ら
最
大
五
〇
人
の
Ｄ

Ｐ
Ｎ
が
被
災
地
に
増
員
派
遣
さ
れ
、
政
府
機

関
や
地
域
の
関
連
機
関
を
通
じ
て
障
が
い
者

に
特
化
し
た
支
援
を
実
施
し
た
。

（
３
）
ジ
ョ
ブ
コ
ア

　

ジ
ョ
ブ
コ
ア
は
既
存
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
、
ア

メ
リ
カ
最
大
規
模
の
若
年
者
に
対
す
る
教

育
・
職
業
訓
練
支
援
施
策
で
あ
る
。
経
済
的

に
不
利
な
立
場
に
あ
る
無
職
の
若
年
者
に
対

し
て
、
宿
泊
型
の
職
業
訓
練
で
、
知
識
・
技

能
と
生
活
全
般
の
規
律
の
習
得
を
目
的
と
し

て
い
る
。
こ
の
ジ
ョ
ブ
コ
ア
を
被
災
し
た
若

年
者
に
特
化
し
て
、
支
援
を
実
施
し
た
（
図

表
３
）。

（
４
）
災
害
失
業
給
付

　

災
害
失
業
給
付
（
Ｄ
Ｕ
Ａ
）
は
大
統
領
が

目的：ハリケーン被災地のメキシコ湾岸地域の復興に伴う建設ラッシュに対応するための被災者（失業
者）の建設技能育成・就労支援
対象：住宅、商業、工業、重量級高速道路、造船、重量物の海上建設などの分野

米労働省 雇用・訓練局

補助金
ルイジアナ州 500万ドル
ミシシッピ州 500万ドル

（計1000万ドル）

ルイジアナ州、ミシシッピ州のコミュニティカレッジ
（建設関連の職業訓練支援）

各州の
労働局

連携

職業訓練

二種類の建設技能育成コースを設置・雇用促進制度
・

就労支援

（１）認定見習訓練
（２）保守から電気や配管にわたる技能習得コース

初期訓練を修了した労働者と、建設関連の使用

連携

者をマッチング

ワンストップキャリアセンター制度

建設労働者の育成

図表２　建設分野における雇用への道プログラム（ルイジアナ州、ミシシッピ州）

図表３　ジョブコアによる被災若年者支援
目　　的 ・ハリケーンで被災した若年者に対して寄宿舎型の教育・職業訓練支援を提供する。

内　　容 ・対象の若者に対する、高校卒業証書や一般教育修了資格（GED）の授与、技能の習得機会を提供す
るとともに、住宅、衣類、食事、医療と少額の給料を提供。
・建設、保険医療、自動車、テクノロジー、料理など、100 以上の職業訓練を提供。
・対象の若者が運転免許証、社会保障カード、出生証明書といった身分証明書を紛失している場合には、
書類が整うまで本人の自己証明が認められる。

対 象 者 (1) ハリケーン「カトリーナ」、「リタ」で被災した 16 ～ 24 歳の若年者（最大 4000 人）。
(2) 経済的に恵まれない者。
(3) 教育資格と職業訓練の取得を目指す者。
(4) 寄宿舎のあるキャンパスに移転する意思がある者。

図表４　災害失業給付（DUA）
目　　的 ・ハリケーン被害を直接受けたことで失業した者（自営業含む）で、かつ通常の失業保険では救済が

できない者を金銭的に支援する。

管　　轄 ・対象州の失業保険センター（State Unemployment Insurance agency）

申　　請 ・被災州が DUA の利用を宣言する必要がある。申請は各州の失業保険センターに各人が行う。個人が
州外へ移転している場合には、原則として被災州に申請を行うが、現在居住している被災州以外の失
業保険センターに申請のために連絡を取ることは可能。

給付期間 ・災害後、大統領が宣言した週初日から、個人が失業している限り最大 26 週間まで給付可能。
・週当たりの最大給付額は当該被災州法に基づく失業給付規定に従い、最少額は州平均給付額の 5 割。

資格要件 (1) 大統領宣言が出された被災地の失業者（自営含む）。「仕事や職場を失った者」、「職場に行けない者」、
「職場の損壊で働けない者」、「災害による怪我などで働けない者」も含む。
(2) ハリケーンで世帯主を亡くして新たに世帯主になった求職中の者で、通常の失業給付を受け取るこ
とができない者。
申請希望者は、申請者もしくは亡くなった申請者の元世帯主が就業していた州の失業保険センターに
おいて、「通常の失業給付（UI）」か「災害失業給付（DUA）」の受給権の有無を判断する。

注：アメリカでは災害対応の開始に首長の災害宣言が必要である。また、連邦政府の資金を災害対応に充当する
前提には、大規模な災害が発生したか、あるいは発生が予想される地域を大統領が災害地域として指定する必要
がある。同様に、州政府の資金を使用するためには州知事が、市町村内では市長が、それぞれ災害を宣言する必
要がある。 
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宣
言
し
た
地
域
で
、
災
害
が
直
接
の
原
因
で

失
業
（
も
し
く
は
自
営
業
を
中
断
）
し
た
人

を
対
象
に
実
施
す
る
経
済
支
援
策
で
あ
る
。

連
邦
労
働
省
は
Ｄ
Ｕ
Ａ
を
監
督
し
、
連
邦
緊

急
事
態
管
理
庁
（
Ｆ
Ｅ
Ｍ
Ａ
）
と
の
調
整
を

行
う
。
カ
ト
リ
ー
ナ
を
は
じ
め
と
す
る
二
〇

〇
五
年
の
ハ
リ
ケ
ー
ン
に
よ
る
Ｄ
Ｕ
Ａ
の
被

災
対
象
地
域
は
、
ア
ラ
バ
マ
州
、
フ
ロ
リ
ダ

州
、
ル
イ
ジ
ア
ナ
州
、
ミ
シ
シ
ッ
ピ
州
、
テ

キ
サ
ス
州
の
五
州
で
、
各
州
の
労
働
局
の
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
詳
細
情
報
が
掲
載
さ
れ
て
い

る
（
図
表
４
）。

　

Ｄ
Ｕ
Ａ
以
外
に
も
、
被
災
し
た
失
業
者
に

適
用
さ
れ
る
既
存
の
失
業
関
連
プ
ロ
グ
ラ
ム

は
複
数
存
在
す
る
。
自
ら
の
落
ち
度
が
な
く

失
業
し
、
州
法
の
受
給
要
件
を
満
た
し
た
失

業
者
に
対
し
て
給
付
す
る
「
連
邦
労
働
省
の

失
業
保
険
（
Ｕ
Ｉ
）」、
連
邦
の
文
民
公
務
員

だ
っ
た
受
給
資
格
の
あ
る
失
業
者
に
給
付
す

る
「
連
邦
職
員
失
業
給
付
」、
軍
職
員
だ
っ

た
受
給
資
格
の
あ
る
失
業
者
に
給
付
す
る

「
軍
人
失
業
給
付
」、
失
業
率
が
高
い
期
間

中
に
通
常
の
失
業
保
険
給
付
期
間
が
終
了
し

た
場
合
に
給
付
さ
れ
る
「
失
業
延
長
給
付
」、

輸
出
の
影
響
を
受
け
て
失
業
し
た
者
の
失
業

給
付
期
間
終
了
後
に
給
付
さ
れ
る
「
貿
易
再

調
整
手
当
（
Ｔ
Ｒ
Ａ
）」、
非
自
発
的
離
職
者

に
早
期
就
業
復
帰
の
機
会
を
提
供
す
る
「
自

営
業
扶
助
」
な
ど
が
そ
れ
で
あ
る
。

（
５
）
Ｎ
Ｅ
Ｇ
の
災
害
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム

　

国
会
緊
急
補
助
金
（
Ｎ
Ｅ
Ｇ
）
に
は
、
複

数
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
が
、
そ
の
中
の
一

つ
に
自
然
災
害
を
受
け
た
被
災
地
の
州
政
府

や
労
働
力
投
資
委
員
会
が
申
請
を
行
っ
て
適

用
さ
れ
る
「
災
害
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
あ

る
。
被
災
地
の
復
興
作
業
の
た
め
に
、
被
災

失
業
者
を
一
時
的
に
雇
用
し
た
り
、
一
時
雇

用
終
了
後
の
再
就
職
支
援
を
行
う
施
策
で
あ

る
。
補
助
金
は
被
災
者
の
一
時
雇
用
や
再
就

職
支
援
の
ほ
か
、
食
料
や
衣
服
な
ど
仮
設
避

難
所
に
お
け
る
人
道
支
援
に
使
用
す
る
こ
と

も
可
能
。
一
時
雇
用
の
上
限
は
六
カ
月
（
ま

た
は
一
〇
四
〇
時
間
）
で
、
賃
金
は
一
人
あ

た
り
最
大
一
万
二
〇
〇
〇
ド
ル
（
付
加
給
付

費
用
を
除
く
）
で
あ
る
。
な
お
、
一
時
雇
用

終
了
後
の
再
就
職
支
援
に
は
図
表
５
の
通
り
、

二
種
類
あ
る
。

（
６
）
雇
用
関
連
の
税
制
優
遇

　

雇
用
関
連
の
税
制
優
遇
に
は
、
主
に
ハ
リ

ケ
ー
ン
被
災
者
を
雇
い
入
れ
た
事
業
主
の
税

を
控
除
す
る
と
い
う
施
策
が
あ
る
。
ハ
リ
ケ

ー
ン
後
の
二
〇
〇
五
年
一
二
月
、「
メ
キ
シ
コ

湾
岸
特
区
法
（T

he G
ulf O

pportunity 
Z

one A
ct

）（
注
）」
が
制
定
さ
れ
、
被
災
地

の
経
済
復
興
支
援
を
促
進
す
る
た
め
企
業
の

立
地
・
投
資
を
促
す
包
括
的
な
税
制
優
遇
が

行
わ
れ
た
。
そ
の
中
で
連
邦
労
働
省
に
関
係

す
る
税
制
優
遇
策
と
し
て
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
被

災
者
を
雇
い
入
れ
た
事
業
主
に
対
す
る
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
と
し
て
「
就
労
機
会
税
控
除

（W
ork O

pportunity T
ax C

redit

）」
や
、

「
雇
用
継
続
税
控
除
（E

m
ployee 

R
etention T

ax C
redit

）」
な
ど
が
あ
る
。

ど
ち
ら
も
、
従
来
は
就
業
が
困
難
な
求
職
者

等
を
雇
用
し
た
事
業
主
に
対
す
る
控
除
策
で

あ
る
の
を
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
被
災
者
の
雇
用
へ

拡
大
適
用
し
た
。

（
７
）
連
邦
労
働
省
と
他
組
織
と
の
連
携

事
例

　
（
１
）
か
ら
（
６
）
の
施
策
の
他
、
人
材

派
遣
会
社
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
に
対

し
て
補
助
金
を
拠
出
し
、
他
組
織
の
ノ
ウ
ハ

ウ
を
活
用
す
る
施
策
も
実
施
し
た
。
そ
の
事

例
を
次
に
あ
げ
る
。

〈
事
例
①
〉

人
材
派
遣
会
社
と
の
連
携
―
ミ
シ
シ
ッ
ピ
州 

　

連
邦
労
働
省
は
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
六
日
、

ミ
シ
シ
ッ
ピ
州
の
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー

ナ
の
被
災
者
の
再
就
労
を
支
援
す
る
た
め
、

大
手
人
材
派
遣
会
社
マ
ン
パ
ワ
ー
と
の
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
拡
大
す
る
と
発
表
し
た
。

被
災
者
に
対
し
て
よ
り
多
く
の
就
労
機
会
を

提
供
す
る
こ
と
が
目
的
で
、
労
働
需
要
の
高

い
成
長
業
界
へ
の
マ
ッ
チ
ン
グ
強
化
を
図
り
、

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
を
活
用

し
て
、
被
災
者
の
た
め
の
長
期
的
展
望
に
立

っ
た
職
業
訓
練
と
就
労
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
の
が
目
的
。
対
象
の
被
災
失
業
者
に

は
、
キ
ャ
リ
ア
サ
ク
セ
ス
カ
ー
ド
が
配
布
さ

れ
、
マ
ン
パ
ワ
ー
の
独
自
ル
ー
ト
に
よ
る
就

労
機
会
が
与
え
ら
れ
た
。
こ
れ
ら
は
二
〇
〇

四
年
に
フ
ロ
リ
ダ
で
成
果
を
あ
げ
た
政
策
ア

プ
ロ
ー
チ
に
倣
っ
た
。
こ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ

ッ
プ
に
よ
り
被
災
者
は
、
既
存
の
公
的
支
援

と
マ
ン
パ
ワ
ー
の
個
別
支
援
の
両
方
を
受
け

る
こ
と
が
可
能
に
な
っ
た
。
ま
た
、
連
邦
労

働
省
と
マ
ン
パ
ワ
ー
の
両
者
は
、
ミ
シ
シ
ッ

ピ
州
の
避
難
民
が
自
宅
で
の
生
活
に
戻
れ
る

よ
う
に
住
居
や
引
越
し
、
そ
の
他
の
出
費
に

対
す
る
民
間
企
業
出
資
支
援
の
創
出
に
も
取

り
組
ん
だ
。

〈
事
例
②
〉

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
に
対
す
る
助
成
金

を
拠
出 

　

連
邦
労
働
省
は
二
〇
〇
五
年
一
〇
月
一
九

日
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
に
対
し
て
地

域
密
着
型
職
業
訓
練
の
助
成
金
と
し
て
一
億

二
五
〇
〇
万
ド
ル
を
提
供
す
る
と
発
表
し
た
。

ハ
リ
ケ
ー
ン
で
被
災
し
た
南
東
部
と
湾
岸
地

域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
の
中
で
、
地

域
経
済
の
復
興
に
効
果
的
と
思
わ
れ
る
職
業

訓
練
コ
ー
ス
を
選
出
し
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
「
カ

ト
リ
ー
ナ
」
と
「
リ
タ
」
の
被
災
地
の
地
域

経
済
復
興
に
必
要
な
技
術
を
有
す
る
労
働
者

の
育
成
・
増
加
を
図
る
こ
と
が
目
的
。
こ
の

助
成
金
は
、
も
と
は
二
〇
〇
四
年
の
ブ
ッ
シ

ュ
大
統
領
の
一
般
教
書
演
説
で
発
表
さ
れ
た
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
を
通
じ
て
高
度
成

長
産
業
界
（
ヘ
ル
ス
ケ
ア
、
建
設
、
高
度
生

産
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
の
分
野
）
に
必
要
と

さ
れ
る
職
業
訓
練
に
使
用
す
る
目
的
で
創
設

さ
れ
た
既
存
制
度
で
、
そ
れ
を
今
回
の
ハ
リ

図表５　国家緊急補助金（NEG）「災害支援プログラム」による再就職支援
・コアサービス
全ての成人が利用できる（適格要件なし）

・求職・就職支援（キャリアカウンセリングを含む）
・労働市場情報の提供
・就職後のフォローアップ

・集中サービス
コアサービスだけでは仕事を見つけられない者／
仕事を見つけるためにさらなる支援が必要な者に
限定

・より総合的な評価、個別の雇用計画の策定
・グループカウンセリングと個別カウンセリング
・ケースマネジメント
・短期の職業訓練支援、実習訓練、企業内訓練、
技能向上訓練、即戦力訓練、その他の訓練と組み
合わせた成人教育と識字教育

図表１～５の資料出所：連邦労働省ホームページを基に作成
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ケ
ー
ン
災
害
支
援
に
特
化
さ
せ
た
。

被
災
者
の
就
労
状
況
に
関
す
る
追

跡
調
査

　

連
邦
労
働
省
は
二
〇
〇
八
年
三
月
、
毎
月

人
口
調
査
（
Ｃ
Ｐ
Ｓ
）
を
用
い
て
ハ
リ
ケ
ー

ン
・
カ
ト
リ
ー
ナ
被
災
者
の
就
労
状
況
を
二

〇
〇
五
年
一
一
月
か
ら
〇
六
年
一
〇
月
に
か

け
て
追
跡
し
た
結
果
を
発
表
し
た
。
Ｃ
Ｐ
Ｓ

に
新
た
な
質
問
項
目
を
設
定
す
る
こ
と
で
、

被
災
地
外
に
避
難
し
た
者
に
対
す
る
追
跡
調

査
を
可
能
に
し
、
被
災
者
と
非
被
災
者
の
比

較
を
し
て
い
る
。
ま
た
、
同
時
に
被
災
後
一

年
以
内
に
元
の
居
住
地
域
に
戻
っ
た
者
と
そ

う
で
な
い
者
と
を
比
較
し
て
、
戻
っ
て
い
な

い
被
災
者
の
方
が
よ
り
厳
し
い
就
労
状
況
に

置
か
れ
て
い
る
と
結
論
づ
け
た
。

　

こ
の
連
邦
労
働
省
の
報
告
を
も
と
に
、
民

間
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
ラ
ン
ド
研
究
所
は
二
〇

一
〇
年
一
〇
月
、
更
に
詳
細
な
分
析
結
果
を

発
表
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、ハ
リ
ケ
ー
ン
・

カ
ト
リ
ー
ナ
上
陸
前
の
二
〇
〇
三
年
か
ら
〇

五
年
八
月
に
か
け
て
全
米
労
働
市
場
は
比
較

的
安
定
し
て
い
た
が
、
南
部
で
は
や
や
雇
用

率
が
低
く
、
カ
ト
リ
ー
ナ
被
災
地
区
で
は
さ

ら
に
雇
用
率
が
低
か
っ
た
。
ま
た
、
〇
五
年

の
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー
ナ
直
後
に
悪
化

し
た
雇
用
率
は
、
〇
六
年
末
に
は
全
般
的
に

改
善
が
見
ら
れ
た
。
た
だ
、
ル
イ
ジ
ア
ナ
州

で
は
カ
ト
リ
ー
ナ
前
の
水
準
に
回
復
し
た
が
、

ミ
シ
シ
ッ
ピ
州
で
は
カ
ト
リ
ー
ナ
前
よ
り
低

い
水
準
で
、
回
復
し
な
い
ま
ま
推
移
し
て
お

り
、
被
災
州
に
よ
っ
て
差
が
見
ら
れ
た
。

　

ま
た
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー
ナ
で
は

約
一
一
〇
万
人
が
自
宅
を
離
れ
て
避
難
し
た

が
、
移
転
被
災
者
の
八
四
％
が
カ
ト
リ
ー
ナ

後
一
年
以
内
に
戻
っ
て
い
る
（
同
住
所
で
な

い
場
合
も
含
む
）。
移
転
被
災
者
（
一
年
以

内
に
戻
っ
た
者
・
戻
ら
な
か
っ
た
者
含
め
て
）

は
、
概
し
て
従
来
か
ら
労
働
参
加
率
が
低
く
、

高
失
業
率
な
層
だ
っ
た
。
さ
ら
に
、
移
転
先

か
ら
戻
っ
て
い
な
い
者
は
「
女
性
、
若
年
、

未
婚
、
ア
フ
リ
カ
系
ア
メ
リ
カ
人
、
大
学
卒

業
資
格
な
し
」
と
特
徴
づ
け
ら
れ
、
さ
ら
に

失
業
率
が
高
い
層
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
。

　

図
表
６
は
、
同
研
究
所
が
ま
と
め
た
Ｃ
Ｐ

Ｓ
の
追
跡
調
査
か
ら
浮
か
び
上
が
っ
て
き
た

被
災
者
の
就
労
状
況
の
推
移
で
あ
る
。

　

図
表
６
か
ら
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー

ナ
の
被
災
後
、
一
年
を
過
ぎ
た
時
点
で
戻
ら

な
か
っ
た
者
の
就
労
状
況
は
、
被
災
直
後
よ

り
も
改
善
し
て
い
る
が
、
移
転
し
な
か
っ
た

者
と
比
較
す
る
と
そ
の
差
は
大
き
い
。
ま
た
、

自
営
業
は
災
害
後
、
雇
用
労
働
者
と
比
べ
て

比
較
的
短
期
間
で
回
復
し
て
い
る
。
ラ
ン
ド

研
究
所
で
は
、
一
年
以
内
に
戻
っ
て
自
営
業

を
営
ん
で
い
る
者
の
多
く
は
元
か
ら
自
営
業

で
あ
っ
た
と
推
測
し
て
い
る
。
逆
に
戻
っ
て

来
な
か
っ
た
者
の
中
で
元
自
営
だ
っ
た
者
は

少
な
く
、
四
カ
月
後
か
ら
一
年
後
に
か
け
て

急
激
に
自
営
率
が
増
加
し
た
。
こ
こ
か
ら
戻

っ
て
来
な
か
っ
た
者
は
、
被
災
後
に
起
業
機

会
の
提
供
が
多
か
っ
た
た
め
に
起
業
し
た
者

が
多
か
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
分
析
し
て
い

る
。

　

以
上
の
追
跡
調
査
結
果
か
ら
、
自
然
災
害

が
マ
ク
ロ
労
働
市
場
に
与
え
る
マ
イ
ナ
ス
の

影
響
は
短
期
間
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
あ
る

特
定
層
は
被
災
し
た
結
果
、
非
常
に
厳
し
い

状
況
に
直
面
し
、
そ
れ
が
続
く
と
い
う
こ
と

が
判
明
し
た
。
詳
細
分
析
を
行
っ
た
ラ
ン
ド

研
究
所
で
は
、『
ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー
ナ

の
よ
う
な
大
災
害
の
場
合
に
は
、「
失
業
・
移

転
」
を
よ
り
重
点
的
に
考
慮
し
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、
特
に
ハ
リ
ケ
ー
ン
前
に
住
ん
で
い
た

地
区
を
離
れ
て
、
一
年
後
も
戻
っ
て
来
る
こ

と
が
で
き
な
い
被
災
者
は
、
労
働
市
場
に
お

い
て
よ
り
厳
し
い
状
況
に
直
面
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
被
災
者
に
対
し
て
は
特
別
の
配
慮

が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
他
方
、
災
害
後
の
短

期
間
で
み
る
と
「
自
営
業
」
は
求
職
者
が
経

済
活
動
に
戻
り
、
経
済
回
復
す
る
一
つ
の
道

と
し
て
存
在
し
て
い
る
』
と
、
結
論
づ
け
て

い
る
。

ま
　
と
　
め

　

以
上
、
連
邦
労
働
省
の
ハ
リ
ケ
ー
ン
災
害

支
援
策
と
被
災
者
の
就
労
状
況
に
関
す
る
追

跡
調
査
結
果
を
見
て
き
た
。
大
規
模
な
自
然

災
害
の
発
生
時
に
は
、
ま
ず
住
居
や
食
糧
な

ど
の
生
活
再
建
が
大
切
だ
が
、
そ
の
後
は
中

長
期
展
望
の
も
と
で
被
災
者
が
立
ち
直
っ
て

継
続
的
に
働
き
自
活
で
き
る
よ
う
な
支
援
策

が
重
要
に
な
る
。
そ
の
た
め
連
邦
労
働
省
で

は
生
活
と
雇
用
の
双
方
の
重
要
性
を
認
識
し

な
が
ら
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ

2005.11-2006.2 2006.3-2006.6 2006.7-2006.10

労働参加率 雇用率

（
割
合
）

（
割
合
）

非被災地 非避難者 戻った者 戻らなかっ
た者

非被災地 非避難者 戻った者 戻らなかっ
た者

自営業失業率

（
割
合
）

（
割
合
）

（

非被災地 非避難者 戻った者 戻らな
かった者

非被災地 非避難者 戻った者 戻らな
かった者

図表６　ハリケーン・カトリーナ被災者の就労状況の推移（2005年11月～2006年10月）

資料出所： Rand RB-9531, 2010（Monthly CPS data from November 2005–October 2006）
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ー
の
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
を
通
じ
て
被
災
者
が

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
総
合
的
な
支
援
が
得
ら
れ

る
よ
う
な
配
慮
を
し
て
い
る
。
さ
ら
に
支
援

の
際
に
は
、
特
に
災
害
の
影
響
を
深
刻
に
受

け
や
す
い
障
が
い
者
や
若
年
者
に
特
化
し
た

施
策
も
既
存
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
活
用
し
な
が
ら

実
施
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
と
も
す
る

と
縦
割
り
に
な
り
が
ち
な
行
政
支
援
を
、
被

災
者
の
立
場
に
立
っ
て
横
断
的
か
つ
柔
軟
に

支
援
し
て
い
く
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、

連
邦
労
働
省
と
民
間
人
材
派
遣
会
社
や
各
州

の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
が
連
携
し
て
支

援
を
行
っ
て
い
る
点
も
特
徴
と
し
て
挙
げ
ら

れ
る
。

　

被
災
者
の
就
労
状
況
に
関
す
る
追
跡
結
果

を
み
る
と
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
災
害
か
ら
一
年
が

経
過
し
た
時
点
で
、
マ
ク
ロ
で
み
る
被
災
地

の
労
働
市
場
は
概
ね
改
善
傾
向
に
あ
る
。
し

か
し
、
さ
ら
に
詳
細
な
分
析
を
す
る
と
、
被

災
に
よ
っ
て
移
転
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
一
年

後
も
元
の
居
住
地
域
に
戻
っ
て
い
な
い
被
災

者
の
状
況
は
必
ず
し
も
芳
し
い
も
の
で
は
な

く
、
従
来
労
働
市
場
で
弱
い
立
場
に
あ
っ
た

特
定
層
が
被
災
し
た
場
合
の
政
策
的
配
慮
の

必
要
性
が
浮
か
び
上
が
っ
て
く
る
。

　

な
お
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
被
害
で
大
量
の
失
業

者
が
出
た
際
に
は
、
失
業
し
た
被
災
者
支
援

の
た
め
に
、
一
部
に
一
般
財
源
も
投
入
さ
れ

て
お
り
、
労
使
負
担
の
雇
用
保
険
を
超
え
た

事
象
が
発
生
し
た
場
合
、
一
般
財
源
に
よ
る

被
災
失
業
者
の
救
済
可
能
性
に
つ
い
て
も
検

討
す
る
余
地
が
あ
ろ
う
。

　

最
後
に
、
ハ
リ
ケ
ー
ン
災
害
後
の
二
〇
〇

五
年
一
二
月
に
制
定
さ
れ
た
「
メ
キ
シ
コ
湾

岸

特

区

法
（T

he G
ulf O

pportunity 
Z

one A
ct

）」
で
は
、
被
災
地
の
経
済
復
興

支
援
を
促
進
す
る
た
め
に
企
業
の
立
地
・
投

資
を
促
す
包
括
的
な
税
制
優
遇
措
置
が
導
入

さ
れ
、
そ
の
中
で
被
災
者
を
雇
用
し
た
事
業

主
へ
の
税
控
除
な
ど
の
優
遇
措
置
が
実
施
さ

れ
た
。
ア
ラ
バ
マ
州
、
ル
イ
ジ
ア
ナ
州
、
ミ

シ
シ
ッ
ピ
州
な
ど
の
被
災
州
で
は
、
従
来
か

ら
カ
ジ
ノ
等
の
娯
楽
産
業
が
盛
ん
だ
っ
た
が
、

こ
う
し
た
特
別
税
制
優
遇
を
活
用
し
つ
つ
州

外
か
ら
計
画
的
に
民
間
の
カ
ジ
ノ
開
発
資
本

を
誘
致
し
、
そ
れ
に
伴
う
観
光
復
興
策
を
実

施
し
た
と
こ
ろ
、
関
連
産
業
で
二
万
五
〇
〇

〇
人
規
模
の
雇
用
が
創
出
さ
れ
た
と
の
報
告

も
あ
り
、
税
制
優
遇
策
が
雇
用
に
与
え
る
影

響
は
非
常
に
大
き
い
。
大
規
模
自
然
災
害
の

復
興
に
際
し
て
は
、
単
独
の
雇
用
対
策
の
み

な
ら
ず
、
様
々
な
領
域
の
政
策
を
有
機
的
に

組
み
合
わ
せ
て
実
施
し
な
が
ら
そ
の
相
乗
効

果
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

［
注
］

ハ
リ
ケ
ー
ン
・
カ
ト
リ
ー
ナ
後
の
二
〇
〇
五
年
九
月
に
は
、

個
人
減
税
を
中
心
と
し
た
「
カ
ト
リ
ー
ナ
緊
急
減
税
措

置
法
（K

atrina E
m

ergency T
ax R

elief A
ct

）」
が

制
定
さ
れ
た
が
、
同
法
は
後
に
ハ
リ
ケ
ー
ン
「
リ
タ
」

や
「
ウ
ィ
ル
マ
」
の
被
災
者
も
対
象
と
し
て
同
年
一
二

月
に
制
定
さ
れ
た
「
メ
キ
シ
コ
湾
岸
特
区
法
（T

he 
G

ulf O
pportunity Z

one A
ct

）」
に
統
合
さ
れ
た
。
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